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学校で不登校問題に初めて対処する時に大切なこと
寺　田　道　夫
はじめに
　 イ ギ リ ス 国 内 で 不 登 校 問 題 に 関 心 が 向 け ら れ
始 め た の は 20 年 以 上 前 で あ る と 言 わ れ て い る
（Blagg,N.,987）。 日 本 お い て は 藤 掛（959）、 佐 藤
（959）そして高木（959）らにより 960 年前後に
精神科医療や公的相談機関等の心理臨床領域で着目され
始めた。神保 (979) らは、当時、不登校問題に携わっ
ていた心理臨床家等が調査した出現率について年代を
追って表にまとめ報告している。それによれば、地域
差が大きいということと、小学生（0.03% ～ 0.5%）よ
り中学生（0.03％～ 0.9％の範囲）及び男子の出現率が
高いことが指摘されている（神保 ,979）。それから 40
～ 50 年を経た今日、日本の不登校の出現率は小学校で
0.3% 台、中学校で 3％台と増している。
　その間、多くの精神科医や心理臨床家及び教育関係者
が不登校事例にかかわってきた。そして、子どもの状態
像の理解を深めたり親子の心理的力動の解明をしたり、
様々な心理療法や教育支援に拠る対処の効果を検討して
いる。事例の概要や対処の成果・課題は論文や著書の中
で数多く報告されている。なお、欧米における不登校
事例への心理療法の導入はそれよりさらに 20 ～ 30 年
前に遡り（Broadwin,932;Partridge,939; Johnson,A.
M.,Falstein,E.I.and Szureck,S.A.,94）、論文数も膨大
となる。
　筆者は約 40 年間、幼稚園・小中学校の教師や地域の
教育相談担当者及びスクールカウンセラー等、様々な立
場で不登校事例の相談や親及び教師の心理教育にかか
わってきた。その間を振り返ってみれば、不登校問題や
心理療法に関する基礎的理解もほとんど無く、ただ闇雲
に目の前の事例に対応していた時期と、朧気ながら理解
の準拠枠ができ、ある程度心に余裕を持って事例に対し
何がより適切な関わり方かを検討しながら対応する、す
要約
　日本で不登校問題が精神医学領域や相談領域で着目され初めて半世紀になる。その間、不登校事例の治療や支援の経
緯及び結果に関する著書や論文が多く公表されてきた。　
　990 年代前後には学校や公的相談機関においても不登校の子どもの再登校や自立を促すための支援や施策が始まった。
それから 20 年余の歳月を経た今日もなお不登校問題は学校における深刻な教育課題の一つと言えよう。多発する不登校
事例に直面した時、学校は今、何をすべきか。今回は、筆者自身の実践を振り返る中で、初めて教育臨床の立場で学校に
入る時、校内及び地域の相談室で何を大切にすべきか、不登校問題に対する教師理解をいかに深めていくかを論じた。
Key Words: 登校拒否対策指導教員 , 相談体制（学校と地域）, 理解と早期対処 ,
Abstract
　When coping with the non-attendance problems for the first time in school, its attention were paid to those 
problems in the psychiatry domain or the consultation domain in Japan, and half more century passed since then. 
Many the works and papers about the treatments of non-attendance cases, the circumstances of supports, and 
those effects have been released. The non-attendance problems can be said to be one of the serious educational 
subjects in school today when it passed through the time for 20 years also. When non-attendance cases which 
occur frequently are faced, what are important points? What should we do now in school? In this paper, it 
was argued what we should do in the school’s consultation room and its of the area, or how the teacher 
understanding of non-attendance problems would be deepened with looking back upon my practice itself.
Key Words: support teacher for non-attendance children,counsultation organization(school&area),understanding 
and early management.
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なわち対処し始めた時期とに明確な分岐点があった。こ
の分岐点こそ筆者にとって大きな転換期と言える（寺田，
2006 ･ 2007・2008・2009・200・20）。 
　今は大学にて、教鞭をとりつつ過去の筆者自身の不登
校に関する教育臨床例を振り返ったり、不登校問題に関
する内外の論文や著書に目を通したりする時間はある。
そこで、腰を落ち着かせて不登校問題の臨床的研究の源
流ともいうべき Broadwin (932) や Partridge (939)、
Johnson (94) らの論文を読んでみた。すると、直接
治療に関与した精神科医や心理臨床家が理論的背景を明
確にさせながら個々の事例のアセスメントや心理療法を
行い、その経過及び結果についてとても興味深い記述
をしていることに気づいた（寺田 ,2008・2009 ･ 200）。
お陰で筆者自身の今日の不登校問題に対する理解や対処
法に多くの示唆を得ることができた。
　同時に、「80 年以上に渡り蓄積された不登校事例への
心理療法や教育相談から導き出された不登校問題に関す
る知見や対処法の有効性を示唆する多くの情報がありな
がら、何故、不登校問題の解決が進まず膠着状態にある
のだろうか」といった疑問や「不登校問題に教育臨床の
立場で関わり始めた当初、一体どのような考え方や心理
臨床の枠組みを持って目の前の不登校事例の相談に応じ
ていたのだろうか。」という問いがふと内から湧いてき
た。そこで今、一度、自分の教育臨床の源流に立ち戻る
ことで、心理臨床家としての今の立ち位置を確認したり、
今後のあるべき方向性を見いだしたりできるのではない
かと考えた。
　本論文では、筆者が不登校問題の解消を目的とした一
施策の推進に直接関与し始めた当初の実践例に焦点を当
て、学校の不登校問題に対する当時の理解の有り様や相
談体制の現状及び課題を明らかにしようとした。なお、
ここで取り上げる事例は、すべて終結したものであり個
人及び組織が特定されないよう、具体的名称や対処事例
の概要は加除修正したものを掲載した。
Ⅰ　不登校問題への関与の始まり
１．不登校対策専任教員として
① 着任当初と校内の職務内容
　筆者は，某小学校の教務主任の職を解かれ、992 年
４月１日、県内の一中学校に「登校拒否加配教員」とし
て異動した。4 月 6 日には県教育委員会の出先機関であ
る教育事務所において、担当者（当時は事務所管内で 2
名）の初会合（登校拒否対策連絡会議）が開かれた。職
務内容に関する書面は一切無く、事務所職員から以下の
目的及び役割を担うことが職務であると告げられた。
　第 　国の課題である登校拒否対策として教育現場に
設けられた新たなポスト
　第 2　校長の指導の下で活動を推進
　第 3　相談活動と研究の両方の場の確保
　第 4　所属校とその周辺校を含めた対応に尽力
　第 5　援助と指導
　第 6　不登校の現実の実態把握
　第 7　校内では校長・教頭・生徒指導・相談部と連携
して推進
　かくして、学校現場において日々模索しながら取り組
むことになった。
　学校に赴き、いざ活動しようとしたが、校内での職務
内容や立場は実に曖昧であった。校務分掌に筆者の名前
は一切見あたらず、いずれの学年、委員会にも所属しな
かった。また、職員室に個人用の机や椅子はなく、朝会
時は臨時に椅子を用意され、管理職や教務及び事務職員
の傍らに座した。ただ、一教室分もある進路指導室の一
角を衝立で仕切った空間が相談室として割り当てられ、
そこで、独自の相談活動をすることになった。
　好都合なことに、所轄の教育長から地域の公民館内に
ある相談室を週 2 日間（途中から週 3 日に変更）、地域
のすべての学校の事例に対応する相談担当者という立場
で自由に活用することが認められた。また、公民館内に
置かれていた教育委員会の事務所には専用の机と椅子が
あり、落ち着いて地域の相談活動に専念できることと
なった。
　主な業務は、地域の幼稚園、小学校、中学校及び高校
の不登校の子どものことで悩んでいる保護者や地域の各
学校の相談事例に直接かかわることであった。もちろん、
相談活動は公民館内の相談室や所属する中学校の相談室
で行うのが基本であるが、各学校から要請があれば、学
校に出向き、管理職や他の教師及び保護者や不登校の子
どもと会い、相談に応じたり、校内の事例検討会に講師
として参加したりすることもできた。今、思えば、この
ような環境の下で配置校や地域を含めた不登校事例の相
談活動に従事できたことは、今のスクールカウンセラー
の立場以上に恵まれた立場であったと言えよう。
②専任のメリット・デメリット
　赴任した当初、不登校事例を中心とした相談活動を専
任で行う場合、どのようなことに留意すればよいのだろ
うかという問題意識が脳裏を掠めた。そこで専任相談員
のメリット及びデメリットについて調べてみた。
　メリットとしては、相談時刻の設定が自由に操作でき
る。授業や他の職務が無いため、相談活動に専念できる。
相談活動に関する専門的知識や技法を習得するための研
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修に参加できる。評価をしない立場なので、子どもや親
が気軽に相談できる。すなわち、専任の場合は、時間的
な自由は保障されており、相談員の裁量で常時、親や子
どもの、そして教師の相談に応じることができる。
　デメリットとしては、職場内でともすれば孤立や遊離
しがちとなる。協働の場が持ちにくい。日々現実に直面
している教師の悩みや課題が汲めないといったことが上
げられる。つまり、他の教師とは職務の上で協働する場
は無いため、どうしても学級や学年及び学校全体の教育
活動とは無縁となりやすい。そのため、他の教師の間で
距離ができてしまうという可能性が高くなる。
　そこで、校内での相談活動を円滑に行うため、このよ
うなデメリットを少しでも克服しようと思い、以下の 3
点を当面の実践課題として設定した。
　第 　教師と相談員が協働することのメリットについ
て教師の理解を促す
　・事例への具体的対応やアセスメントの援助
　・具体的対処法の提示
　・事例検討会の場で、状態像の理解に基づく対処法の
示唆
　第 2　事例の対処は担任主導という考え方を遵守
　第 3　校内の様々な場でより多くの子どもと繋がりを
深める
　・日常的な場での触れ合い（給食・授業参観・特別活
動など）
　ただ、第 3 の課題は心理臨床の場では否定的見解が
根強い。しかし、子どもたちと日常生活場面で自然に触
れ合うことで、来談や悩みの相談など、その延長線上に
不登校の早期発見の可能性が高まることや子どもと直接、
カウンセリングに移行することも容易になると考えた。
２．地域の教育相談員として
①相談活動に従事する時の留意事項
　次に地域の相談室で教育相談活動に従事するため以下
の基本的留意事項を設定した。
　第 　いかなる相談もその内容や悩みや不安を十分傾
聴する
　第 2  即答を避け、必ず来談か学校訪問かを確認し、
相談依頼者の意図、要請内容を理解する
　第 3　毎月の相談予定表に記入し、時間的に無理のな
い対応に努める
　第 4　人権尊重の立場から特別の場合を除き相談内容
は公表しない
　第 5　受理した相談事例は、事前または事後に被相談
者の所属校の校長に口答で報告する。ただし、
相談内容の詳細等にかかわることは控える。
　第 6　地域における教育相談活動の内容は以下の事項
を扱う
　・各学校から依頼のあった事例への具体的対応（対処）
の相談と助言
　・直接来談のあった事例の相談受理と面接
　第 7　研修の支援
　・学校単位または地域の研修会の講師担当
　・不登校に関する具体的資料を持参し、対応の見直し
と対処法の検討に生かす
②教育委員会とのコンセンサス
　町内及び周辺地域の不登校問題に対処するに当たり、
町教育委員会（教育長及び課長）と会合を持ち、以下の
事項を確認及び共通理解を図った。
教育相談体制
a. 各校において定例の教育相談会の開催
b. 不登校の実態把握及び事例研修会への参加
c. 学校と家庭・地域との連携促進：地域の相談員と
つながりを持つ
d. 不登校の早期発見・早期対処の推進
勤務条件
a. 所属校２日、町の相談室４日（所属校の校長に相談
し所属校３日と決定）
b. 勤務時間は教員と同一。ただし、土曜日勤務の場
合は夏期休業中のまとめどりや週休の代替日を確
保する。
c. 勤務時間：平日　8:30 ～ 7:5　土曜日：8:30 ～
2:5
d. 学校籍での相談室への派遣という形になるため、公
文書で月単位の相談活動の計画表を提出する。活
動記録を残し、学校及び町教育委員会に報告する。
相談場所
a. 基本的には相談室を利用
b. 必要に応じて公民館内の和室や図書室、体育フォー
ル等も利用
以上の相談体制及び職務内容については、所属校の管理
職に報告し了承を得た。
３．教育相談活動の推進の視点
①教育臨床の基本的視座
　校内及び地域の相談室で教育相談を行う場合、教育臨
床家としてどのようなことに留意すればよいのだろうか。
この答えを得るため、大学時代の恩師である丸井（975）
の臨床心理学の講義ノートを書棚から取り出した。そこ
には、学校臨床に従事する場合、相談者が留意すべき基
本的事項について、医療機関や相談機関で一般的に遵守
されている考え方や対処法と対比させながら述べられて
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おり、実際に学校場面で不登校問題に対処する者にとり
多くの示唆となった。
a. 対象の違い
○精神医学：分裂病（今日の統合失調症）や神経症等
重い症状の人を対象として、その人格の
再構成を図る。
○教育臨床：軽度または健常な子どもの発達を促進す
る。臨床心理学の基礎を背景に心身の問
題に関わる。子ども一人一人に対して関
わる。
○要因について：発生的に学校に真因があるわけでは
ないが、学校要因は見逃すわけにはいか
ない問題もある。学校にいる者こそでき
る対処があり、学校の持つ心理的力動性
を生かすことが必要である。さらに、教
師と専門家とのチームワークが大切であ
る。
　上記の指摘は、学校場面で対処すべき子どもの問題と、
病院等、他機関にリファーし、そこで治療すべき問題と
を区別することの大切さを示唆している。不登校問題を
例に考えれば、重篤な精神病圏の不登校の子どもに対し
て、不用意に学校が対応することで、一層症状が悪化す
る危険性があることを意味する。それを回避するには、
精神科医や臨床心理士との早期の連携が求められる。
b. 教育臨床の基本的理念
○子どもが不登校状態に陥ると家庭は学校の問題と
とらえるが本質的には個別性がある。
○教師は指導するのではなく、「子どもは自分の力で
問題を解決する力を持つ」という見方に立ち、子
どもが自ら伸びようとすることを援助する。
○自信を喪失している子どもに、当面の課題に直面
させるのは教育相談ではない。子どもの心の悩み
やトラブルを相談する場で取り上げ、自ら解決す
るよう援助する。
　これはまさに教育と教育相談等教育臨床の基本的な違
いを述べたものである。教育の目的は教科指導や特別活
動を通して、一人一人の子どもに基礎学力の習得や社会
性を培うことにある。そこには学年に応じた到達目標が
設定されており、目標達成のための効率的指導法の導入
や一定の規範の遵守が必要となる。一方、教育相談等、
子どもの問題に臨床的に対処する場合は、基本的に子ど
も自らがその問題に直面し、自ら解決する姿を目指す。
そこには指導や規範の遵守といった用語は入る余地はほ
とんどないこと意味する。
c. 基本的プロセス
　○相談は一定のプロセスに従い進めることが望ましい
a. 子どもの問題の発生
b. 発見者や親による相談の申し込み（本人の来談は
少なく、親や教師が電話・来談・紹介）
c. 相談受理（インテークワーカーが対応）
d. 受理会議（ベテランが対応・相談室で対応できる
か否か判断）
e. 面接に拠るアセスメント（相談員・心理臨床家・精
神科医）
f. 心理療法（相談員とスーパーバイザー）
g. スーパービジョン
h. 終結会議
i. 終結・フォローアップ
　日本の学校では、不登校事例に対処する場合、このよ
うに構造化された面接を行うことはほとんどない。多く
の場合、担任のみで面接したり、生徒指導及び管理職同
席の下で行われたりする。結果的に単なる子どもに関す
る情報交流の場に留まったり、時には学校からの一方的
な指導や助言をしたりする場と化す。そのため、親にとっ
ては苦痛の場と時間帯に思われ、学校からの呼び出し形
式の相談に億劫となる。
　もちろん、校内はもとより地域の相談室において、こ
のようなきめ細かな面接を行うには、スタッフ不足等様々
な問題がある。ただ心理療法の基本的枠組みを踏まえて
事例に対処することは、たとえ学校における教育相談で
あったとしても来談者と相談員の間で大切といえよう。
d. 主訴の意味と扱い方
○主訴には多用な意味があり、訴えと症状とは必ず
しも同一であるとは限らない。
　このことばはまさに不登校の事例にそのまま当てはま
る。たとえば、登校を渋ったり、完全に家庭に閉じこ
もったりする子どもに、親がその動機や理由をたずねれ
ば、いじめの事実や学級内の人間関係に対する不快感及
び嫌悪感を訴えたり、担任や他の教師の指導に対する恐
怖心や不安を述べたりする例は多い。しかし、たとえ親
の指摘に従い、学校が当初の理由や原因を除去しようと
努力したとしても、当の子どもが新たな原因や理由を持
ち出すことはしばしばある。それゆえ、親や教師は子ど
もの主訴に振り回されないことが肝要と言える。さらに、
学校に登校しないことは、子ども以上に親にとって困り
事となり、我が子の登校しぶりや不登校に親がどのよう
に考え、家庭で実際に対応しているかを観ることは、当
面の対処法を検討する上で参考となる。
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e. 消極的な親への対応
○問題を持つ子どもの親は、相談に消極的な態度を
取る。
　不登校状態が長期化したり、学校内の出来事がきっか
けで不登校となったりした事例では、学校側の相談の呼
びかけに消極的となり、学校と親との溝が容易に埋まら
ず、膠着状態のまま欠席日数が増え続ける。それに対し
て学校は親の態度を批判するのではなく、信頼関係の希
薄さや価値観の相違に起因するものであると受け止める
こと。さらに、「親は子どもの現状を危惧し、不安や葛
藤に陥りつつ、誰もが我が子の成長を願っている」とい
う人間観に立ち、学校側から歩み寄ることが膠着状態か
ら一歩前に歩み出すことになる。
　しかし、一方で、余りにも一方的な歩み寄りは、却っ
て親の学校に対する反発や警戒心を強め、一層悪化する
事態も生じる。それゆえ、時に「親が本当に困るまで待
つ」といった態度に出ることも、新たな局面の展開に結
びつくこともある。
f. アセスメントのための基本的態度
○不登校の状態像の理解や家族の心理的力動を理解
することで、客観的な子どもの今置かれている様
子が明確となる。
　不登校事例に対処するには、最初に登校をしぶるとか、
家庭に閉じこもっている、登校しても教室に入ることが
できないといった目の前の問題行動の即時解決に着目す
べきではない。先ず行わなければならないことは、子ど
もの状態像の理解や家族の心理的力動の理解に基づく適
切な見立て（アセスメント）を行うことである。その上
で学校や家庭、そして相談員が当面対処できることを検
討することが望まれる。それを具体的に行うにはどのよ
うなことに留意すればよいのだろうか。
　この問いについて丸井（974）は、受理面接場面で
相談者の取るべき態度と留意事項について述べている。
○相談者に求められる５つの基本的態度
a. 主訴の多様性から中核的なものを理解すること
b. パーソナリティパターンを基に主訴や行動を考え
ること
c. 親面接での傾聴を通して心理的力動の理解を深める
d. 親面接で問題表出の縮図をとらえること
e. 特定の症状や問題のみに焦点を当てないこと
○留意事項についても以下の５つを上げている。
a. 主訴の傾聴
　・現況・家族史・生育歴・その他（対学校への願い）
b. 対処の決定
　・校内や相談室での対処が可能か否か
　・他機関の紹介
c. 詳細な対処方法の説明
　・誤解を生まない（手相見・指示羨望・クリニック
と同類視）
d. 相談意欲の見極め
　・相談室内での両者の距離
　・精神的健康度（家族機能）
e. 環境の把握と調整
　・対人関係・教育環境
　
　筆者はこれまで校内で長年に渡り担任や学年主任、教
育相談係及び生徒指導主事として、地域では、教育相談
担当として様々な不登校事例に直接かかわってきた。当
初はけして臨床経験の蓄積や理論的裏付けがあったわけ
では無い。そのため、目先の不登校事例に試行錯誤的に
対応していたに過ぎなかった。
　しかし、当時、約 6 万数千名の小中学校の不登校の
子どもの実態が社会的にもクローズアップされ始めてい
た。国を挙げて始まった不登校問題の解消を目的とした
施策の導入に先駆けて県教育委員会は、従来の「専門医
の巡回訪問」「不登校対策担当指導主事の設置」及び「研
究員による登校拒否事例の研究」に加え、992 年度よ
り新たに「登校拒否対策指導教員加配」という事業を立
ち上げたばかりであった。
　それゆえ、具体的な指針も見あたらず、ただ、不登校
問題の解消を目的とした相談活動の推進の任を背負い始
動する筆者にとり、前途はまさに多難な行く末しか見
えていなかったことも事実である。それだけに、丸井
（974）が示唆した教育臨床の視点と基本的方略は、こ
れから不登校事例を中心とした教育相談にかかわる筆者
に取り今後進むべき方向を示された思いがした。
Ⅱ　不登校事例に対する教育相談の方略
１． ３つの方略とその実践
　戸惑いと不安の中でスタートした校内及び地域の不登
校問題への対処を行うために、①不登校の実情の把握と
理解の枠組み　②組織的対処　③適切な対応方法（対処
法）の示唆といった３つの方略を掲げて実践しようとした。
ここでは、以上３つの方略について具体的に述べること
にする。
① 不登校の実情の把握と理解の枠組み
a. 相談受理用紙の活用
　表１は、校内及び地域の相談室において相談事例に応
じるために作成した相談受理用紙である。この用紙を活
用することで、町内外の相談の依頼に対してタイムリー
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に基本的事項を記録できると考えた。
　さらに、この用紙の欄外に具体的なチェック項目を設け
個々の現在の状態像をより明確にしようとした。実際に活
用してみると、個々の不登校事例の状態像の特徴や来談者
と当の子どもや他の家族との間の不安や葛藤など様々な心
理的力動の概要を把握できることが分かってきた。
　　・子どもの行動や人柄が変化してきた
　　　（完全主義・融通の無さ・社会的＆情緒的未熟さ）
　特に「皮相的理解」の記述内容は、まさに当時の教師
や親の不登校問題に対する一般的な認識の仕方そのもの
であり、多くの事例はこの視点から理解され対応がなさ
れていたことも事実であった。それゆえ、学校や親の目
標はあくまで学校に登校させることであり、特に学校で
のいじめや対人的問題で不登校となったと思われる事例
では、親は「子どもが学校に行けないのは、学校の責任
だ。」と学校批判を繰り返し、「今の学校から他の学校に
転校させることで子どもは登校できるはずだ」と考え、
校区外の学校への転校を安易に願い出ることになる。
　次の「本当の理解」の中で最初に述べられている「誘
因は学校」という視点は、親の側からはごく当然の考え
方であるが、学校側からすればかなり受け入れがたいも
のである。なぜなら、学級の他の子どもたちは同じ教室
環境や学校環境に置かれているはずであり、不登校状態
になっていないからである。ここに、不登校の発生の原
因帰属の考え方に学校と家庭との間に大きな隔たりが生
じ、対立や反目の中でかえって不登校が長期化すること
が多かったのも事実である。さらに、真因を子どものパー
ソナリティ特性や親の養育態度に帰属するといった理解
は、当時の学校としては不登校の原因としてとても受け
入れやすいものであったことは言うまでもない。ただし、
この理解は近年少しずつ問題視されつつあるのも事実で
ある（寺田 ,20）。
　不登校の対処に拠る「治療基準」をどこに置くかはと
ても大切な視点である。学校や親は、子どもの再登校や
学級復帰及び進級や進学といった具体的レベルに基準を
合わせることが一般的である。しかし、ここでは真因の
除去や子どもの変化に焦点を当てている。確かに家庭に
閉じこもり状態にある不登校の子どもの行動の変容を促
すことは難しい。だが、ただ家庭内の暴力や自室への閉
じこもり状態であった子どもに対して、周囲の人々が理
解し、対応をより受容的にすることにより、少しずつ家
族と会話をしたり、自分の気持ちや感情をことばで表現
したりするなど、心を開くようになるにはそれほど多く
の時間を費やすことはないだろう。
　小泉（979・990）は神経症や精神障害等の不登校
タイプに応じた対処法の必要性と治療効果を報告してい
る。小泉が示唆しているように学校場面でもタイプに分
けることで、個々の事例によりきめ細かな対応をするこ
とが必要であると筆者は感じていた。
　さらに、学校の不登校の判定はあくまで年間の欠席日
数が何日以上であるか否かが基準となる。疾病等明確な
表 1　相談受理用紙
b. 理解の枠組み
　992 年の 4 月当初は，「相談員として学校ででき
ることは何か」が大きな関心事であった。そこで小泉
(990) の著書を手がかりに，不登校の判定，タイプと
治療効果，学校における指導体制と各分掌が果たすべき
役割等に関する基本的事項を数枚の用紙にまとめ、随時
活用した。
　最初に目についたテーマは以下の内容であった。
a. 対処結果のアセスメントの基準（どうなったら治っ
たと言えるのか）
　　皮相的理解
　　・登校するようになった
　　・周囲が何とかして学校に行かせようと努める
　　・転校させたら学校に行くかもしれない
　　本当の理解
　　・誘因：学校にあると考えられる
　　・真因：本人のパーソナリティや親子関係及び養育
　　　　　　態度
　　治療基準
　　・真因の除去や改善がみられる
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理由以外で欠席日数が 50 日を超える（後に 30 日）場
合にのみ学校は、毎年 5 月に実施される文科省の学校
基本調査で報告している。さらに、たとえ登校できても
教室に入ることができず、保健室や相談室等に通う子ど
もや、遅刻や早退を頻繁に繰り返す子どもであっても、
年間の欠席が基準未満の子どもの件数は、文科省の不登
校の実態把握に反映されていないのが実情である。
② 組織的対処
　不登校問題に学校として組織的に対処するには、校内
の教育相談体制を整える必要性がある。このことについ
て沢崎（988）や小泉（990）は学校の実情を踏まえ
具体的に述べている。
　ここでは、彼らの記述内容の概要を以下のようにまと
めてみた。
a. 校内における組織的相談体制
　：事例研修会の実施
　　（全職員の共通理解を図る場）
　：担任の立場に立った相談・支援
　　（担任を孤立させない）
　：生徒指導的対応の反省
　　（表面的言動の裏にあるものの理解と受容的対応）
　：専門機関との連携・リファー
　（学校だけで抱え込まず多様な機関の助言・支援を
得る）
b. 教育相談係の役割
不登校の子どもへの直接的援助
予防的取り組み
具体的取り組み
　不登校の理解や対処は，校内の教育相談係などキー
パースンを中心とした組織的体制の下で行うことが何よ
りも大切であることを基本とした。つまり、当時筆者は，
不登校問題を解消するため、校内の相談体制を活用する
ことに重点を置いていたことがわかる。もちろんこれは
初めて不登校に対処する相談員にとって当然のことであ
り、学校という組織や相談体制の中で活動するには不可
欠であると考えた。それゆえ、小泉の指摘は，初めて不
登校の相談活動に組織的にかかわる相談員にとり具体的
な視点が記述されており参考となった。
③ 適切な対応方法（対処法）の示唆
　教師の不登校に対する理解を深め、より適切なアセス
メントに基づいた対処を協働するには、研修会の場でで
きる限り実践を基に語ることであると考え実践した。
実践例その１　校内研修
　以下は、４月当初の職員会で先生方に依頼した文書で
ある。
不登校の指導について
～校内でできること～
　○先生方や保護者、地域への啓発
・不登校事例の紹介：相談部が中心となる
・「どの子にも起こりえる」ということの指摘
・対応の見直し（家庭・学校・地域）：ほめる・認
めることを重視
・不登校が起きた場合の手だて：相談体制の見直し
　○実態把握
・対象：欠席日数が連続５日以上の子ども
・出席の把握：担任養護教諭　相談担当＆教務
・前年度の該当者への対応の経過報告
・新１年生の実態把握：小中連携の教育相談研修会等
○臨床的技法・専門的知識修得
○一貫した受容・共感的態度
○相談環境整備（時間・相談室）
○校内の連係・協力・支援体制
○３つの視点
　・心を鍛え耐性の育成
　・学校要因の削減
　・安心・意欲の発現
・早期発見（兆し・調査）
・校内・保護者への啓発
・管理職・養教との連係
・専門機関との連絡・調整
資料 1　長期欠席者調べ
　各学年から報告された長期欠席者リストを整理し一覧
表にすることで、校内の不登校の全容が集約できるよう
になった。その結果、これまでの曖昧な枠組みに基づい
ていた不登校も先に示したタイプごとに分類し、タイプ
に応じた理解と対処法を示すことが可能となってきた。
　さらに、4 月当初に担任と面談し、個々の事例の現状
を確認したり 5 月の連休前後に行われる家庭訪問の機
会を利用し今後の対応や親の願いについて確認したりし
て、今後の教育相談の実施に繋げていこうとした。
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実践例その２　校内の不登校問題研修会用資料
　不登校問題に対する教職員の共通理解を図ることは、
実際の事例への理解を深め、効果的な対処を行う上で不
可欠である。そこで 4 月当初に研修内容に関わる資料
を作成し、生徒指導部会に諮った。
テーマ：不登校の予防と早期発見の手だて
○校内研修のポイント（橋本，990 より引用）
・不登校の状態像
・初期対応の仕方
・教師や親が相談可能な専門機関（医療・相談）に
関する情報（所在地・機能）
・不登校に関する先行研究や実践例の成果
・不登校を出さない学校・学級づくりの基礎・基本
　橋本 (990) は、これらの事項は、全教職員が周知す
べきことであることを強調している。
○不登校の前兆の理解（砂田，990 より引用）
・行動の硬直化：手洗い・着替え・掃除等の強迫的
表 2　今年度と前年度の詳細な出席記録
行動
・友だち関係の変化：孤立・周囲への批判的言動・
被害者意識
・感情表現の不十分さ：激しい感情の起伏・無気力
・空想と現実との区別の無さ：高すぎる理想・執拗
な質問
・自己決定力の低下：教師や級友への過剰依存・甘え・
優柔不断
・学校生活の急変：頻繁な遅刻＆早退・荒れた言動）
・身体の急変：テスト前の身体症状の訴え・疾病や
生理痛を理由の長期欠席
　これらの前兆は、不登校の発生以前にしばしば子ども
に見られるが、担任や他の教師が単なる甘えや怠け、さ
らに、一時的症状として軽く見たり、そのまま放置した
りすれば、症状は一層悪化する。
　学級担任による不登校の子どもの出欠状況の把握の大
切さは、その後入手した Blagg(989) の著書において
も述べられており（表 2）、筆者が相談業務に従事し始
めた当初の試みは適切であったことがわかった。
　年間を通した子どもの出欠状況の把握は，日本におい
ても学級担任が日々職務の１つとして行い，毎月，学期
ごと及び学年末に累計し管理職に報告している。Blagg.
N.(989) の出席表は，これをさらにコンパクトに収め
たもので，不登校の子どもの数年間に渡る出欠状況やそ
の特徴を一目で知ることができる。これを活用した場合，
以下のような事柄について的確にアセスメントすること
も可能となる。
・いつの時期から遅刻や早退，断続的欠席が始まった
か
・完全に不登校状態となったのはいつか
・週明けや週末により出欠状況に違いが見られるか
・春夏秋冬により出欠状況にどのようなパターンが見
られるか
・その学年の不登校は最初のできごとか，それとも前
年度までにもあったのか
・過去に不登校となり再登校し始めたのはいつか，そ
れと今年の不登校との関連性はあるのか
など，実に様々なことが分かる。
　相談員の立場で更に具体的にしたものが資料２の個別
の相談記録用紙（記入例）である。担任や親との面接で
伺った子どもの状態像や相談の方法を記録することでそ
の時々の子どもの変容が見えてくる。
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資料 2　相談記録用紙（例）
２．不登校問題の深い理解と早期対処の視点
①教育の今日的課題という認識
　「不登校問題」は、内外を問わず先進諸国では今日的
教育の課題という認識が深まってきている。我が国にお
いても近年は、不登校発生の原因を特定することは難し
いとしながらも、学校にその要因があることを容認する
までになってきた。このことは、これまで底流し続けて
きた密着した母子との関係（分離不安、二者関係の希薄
さ）や家族の機能不全及び家族病理といった視点の理解
に基づく心理療法や様々な支援法のみに固執する対処法
から一転し、より積極的な対処法の解明へと大きく転換
することを意味する。
　勿論、筆者はけしてこれまでの不登校に対する視点や
対処法がけして無意味であるとは思わない。個々の不登
校事例について見れば、例えば初期の母子の依存関係の
脆弱性や、家族内葛藤や危機が逸脱した母子の密着した
関係を作り出し、それが就学時期に母子分離不安という
形で不登校に陥る場合がある。また、幼少時期より家庭
内で過保護にされたり、役割を過剰に期待され、余りに
も早期にスキルを訓練されたりした子どもが、本来の自
己の枠を超え、いわゆる自我肥大した状態で就学する場
合、学校内の厳しい出来事に遭遇し不登校となることも
ある。さらに、家庭内で健やかに育てられた子どもが、
学校場面で唐突な叱責や非難にあい、それがトラウマと
なり、学校に対する恐怖心や不安を増大し、結果的に学
校を回避することもある。
　いずれにせよ、このような家族の心理的力動や親の養
育態度が、不登校発生を促進する可能性は高いと言えよ
う。しかし、このような要因が必然的に不登校の発現に
結びつくことを客観的に実証することは難しい。なぜな
ら、「登校を拒否する」とか「学校へ行くのが嫌だ」「学
校に行きたくない」といった登校に関するネガティブな
感情や行動は、けしてそれらの要因が単一で影響を及ぼ
しているとは断定できないからである。
　それゆえ、不登校の発生を家庭や家族の要因のみに帰
属し、理解や対処をすることにとても違和感を覚える。
　ただ、不登校事例に何某かの支援や治療をしようとす
る立場にある者ならば、上述のような不登校発生の原因
論の単一ないし複数の理論に準拠することは至極当然の
ことであると言えよう。
　上述のような不登校の要因の違いによりどのよう
な対処法が考えられるのだろうか。このことについて
Blagg(987)は以下のように対処の枠組みを示唆している。
　たとえば、母子の未解決の依存関係に拠る分離不安が
伺える場合は、ある程度、年長の子どもや親には継続的
な面接を、また、幼い子どもには遊びを通してかかわり、
無意識レベルの葛藤を解明し、次第に満たされなかった
依存欲求を充足させるといった分析的対処法が考えられ
る。ただ、相互の依存性を乖離するため、母子を分離し
た形で対処を進めることが必要となる。
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　一方、自己概念の肥大化に拠る‘現実回避’という形
で不登校に陥る場合は、「現実への直面」を対処目標とし、
親と子どもには共に現実的対処を行い、学校関係者には
出来る限り受容的関わりを大切にするといった対処法が
想定される。もちろん、この対処法を導入するには家庭
と学校相互の信頼関係に基づく連携及び環境調整が求め
られる。
　第三に、学校や地域のある特定の出来事と遭遇した結
果として学校を回避する不登校の場合は、恐怖心や不安
を引き起こす原因や対象を解明し、漸進的に不安や恐怖
心を軽減するといった対処法の導入が望まれる。
② 「発達課題」の視点
　 Erikson,E.H(963) は、各発達段階における発達課
題とその段階における基本的対人関係の有り様を述べて
いる。田畑（990）は不登校問題を子どもの発達課題
や心理的危機の視点から理解することの大切さを指摘し
ている。不登校の子どもを発達課題の遂行度と照らして
理解することは、不登校の子どもが今、どの段階にあり、
どのような危機に直面しているのかということに一層の
理解を深めることになる。さらに、当の子どもだけでは
なく、親や他の家族に対する介入の手だても見えてくる。
　不登校の開始時期を発達段階のどこに位置づけるかは、
不登校問題の早期発見や早期対処を考える上でとても大
切な視点となる。筆者はかつて、吉村 (988) の「登校
拒否経過モデル」における「しぶり期」及びそれ以降の
「混乱期」「模索期」そして「回復期」に特に着目し、そ
れぞれの時期の子どもや親、そして担任も含めた学校の
状態像がどのようであるかをアセスメントすることの大
切さを強調してきた。
　これと並行して一般的な発達段階と各段階に獲得すべ
き発達課題の達成度をアセスメントすることは、不登校
の子どもの状態像と親や教師の状態像との間の「ズレ」
を明確にする。このように周囲の大人たちの子ども理解
が一層深まることで、担任や親の不安や焦りの気持ちが
軽減され、その後の子どもへのかかわり方がより柔軟な
ものへと変容すると言えよう。
③状態像の理解を促す技法
　臨床面接場面で筆者が導入する方法は、以下の通りで
ある。
T「お子さんは今、どのような様子ですか」
Cl「朝、何度、声をかけても起きてこないですね。仕方
がないので、部屋まで行き、布団をはがそうとすると、
力ずくで布団にしがみついています。着替えもせず、パ
ジャマのままでボーとその場に立っています。問い詰め
ると、頭が痛い、体がだるいといろいろいいわけをしま
すし、朝食もほとんど何も食べようとしません。それ
と、トイレに入ったらいつまでも出て来ないですね。・・
友達が呼びに来てくれますが、最近は会おうともしませ
ん。・・・私が口うるさく言えば、自分の部屋に入って
鍵をかけることもあります。・・いつまでこのような状
態が続くのか、とても心配です。先生、どうしたらいい
のでしょうか。」
T「親さんとしては、朝、いろいろご苦労されていますね。
それでは昼頃や夕方はどうでしょうか。」
Cl「登校時刻を過ぎると、まったくケロッとしています。
でも、日中は家から一歩も外に出ませんし、部屋のカー
テンも締め切ったまま、ＴＶを見たりゲームに夢中に
なったり過ごしています。夕方は、家族で一緒に食事を
します。」
Ｔ「すると、朝の登校時刻を過ぎれば、先ほどのような
状態はほとんど無くなるのおですね。ただ、周囲の目を
気にして家の中で過ごしているということですね。」
　このような応答を通して、その時々の子どもの状態像
と家族のかかわり方を明らかにしていく。さらに、
　Ｔ「これまでの話をこの用紙を使って整理してみま
しょう」と言って、不登校の子どもや親の状態像及び
学校側の現実的対応等が一枚の用紙に収まった吉村
（988）の「登校拒否」の経過モデルを提示する。そし
て、その中の５つの時期より、「しぶり期」及び「混乱期」
に枠内に記述された各項目を読み上げながらに、一緒に
宇を入れる。このワークを通して親は次第に各項目の記
述内容が我が子のしばらく前や現在の状態に類似してい
ることに気づき始める。
Cl「そう言えば、これも当たっています。そう、これも
ありました。だから暴言を吐いたり、部屋の物に当たっ
ていたのですね。このことはけして私の子どもだけに起
きていることではないのですね」と語られる。
　さらに小野（985）の著書に掲載された挿絵を示し、
子どもの状態像に応じた親のかかわり方について示唆す
る。こここまでこれば、我が子が完全な不登校状態にあ
ることを認めつつ、親としてのこれまでの関わり方の問
題点に気づき始め、今後の対処を共に検討しようとする
積極的姿勢が見られるようになる。
④タイプ別対処法と早期対処
a. タイプ別対処法
　不登校といっても様々なタイプがあるが、配置された
学校では異なったタイプに応じた対応の区別は明確にさ
れていなかった。ただ、「怠学タイプ」に対しては非行
に繋がるものとして生徒指導の対象と見なされていた。
そこで、校内の事例についてこれまでの情報を基に以下
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のように大凡のタイプ分けを試みた。
a. 神経症的：漠然とした不安や葛藤に拠り登校できない
b. 精神疾患：統合失調症や鬱病などの精神障害に拠り
登校できない
c. 集団不適応：心身の発育や学力地帯などに拠る不適応
感から登校できない
d. 客観的理由：転校、いじめ、叱責等のできごとを理
由に拠り登校できない
e. 自己決定：登校の意義や必要性を否定し、自ら登校す
ることを拒否する
f. 怠学：登校せず日中でも外に出て遊びまわる
　しかし、このようなタイプ分けをしたとしても現実に
 年目の筆者が校内で何ができるかはほとんど見えてい
なかった。
b. 早期対処の視点
　筆者は、本学紀要の第 5 号において図 「不登校開始
前後のプロセスと周囲の気づき度」のモデルを基に、不
登校の開始時期をいつに特定するかにより、その後の対
処の仕方にも大きな違いが見られることを述べた。学校
は一般的にいわゆる「しぶり期」及び「混乱期」に開始
時期を特定し、現実的な対応をすることが多い。勿論、
この時期の子どもや親の不安な気持ちや葛藤を理解し、
早期に校内体制を整えたり、受容的なかかわり方をした
りすることで、子どもや親が一時的にせよ落ち着いてく
ることは多い。しかし、さらにそれ以前の時期に着目し、
早期にかかわることができれば、深刻な不登校状態に進
展するといった危機は回避できるはずである。
　Thambirajah ら (2008) は、図１のモデルの中で「た
まに落ち込むが完全に登校している」と「落ち込みなが
らもたまに欠席する」といった二つの時期に着目し、そ
れに対する周囲の気づき度との関係を述べている。筆者
は特に前者の時期を「潜伏期」と呼び、この時期まで留
意したより適切な関わり方、即ち対処をすることが不登
校の予防や早期発見に結びつくと考える。もちろん、「潜
伏期」の場合、子どもたちは、学校や家庭で周囲の人た
ちとごく自然にかかわっており、不登校開始のいわゆる
前兆ともいうべき様相を呈することは少ない。それゆえ、
多くの場合、この時期での発見や早期対処は難しく、結
果的に次の「しぶり期」での発見へと移行せざるを得な
いのが実情である。
実践例その３　不登校の概念の理解
　4 月当初、先生方の不登校の子どもに対する理解を深
めるために「不登校を理解するために」というパンフレッ
トを作成し、研修会の場で説明した。
　不登校の大まかな概念の理解のポイント
・きっかけは多用で特定は難しいが、学習や活動場面
のつまずきや、いじめ、叱責などでとても不安とな
り、その延長線上で不登校となりやすい。
・サインは様々な形で現れる。生活ノートの記述も行
間を読み取ることが大切である。
・最初は頭痛や腹痛の訴えなど身体化の形をとること
が多い。そのサインは家庭が出発点となり、朝の電
話連絡や保健室への駆け込みと繋がる。
　対応例としては
その１　母親「今朝、風邪で休ませます」
職員「はい。お大事に。担任にお知らせし
ておきます。」
その２　母親「熱があると言っていますから、休ま
せます。」（2 日目）
職員「それは大変ですね。お大事に。担任
にお知らせしておきます。」
その３　母親「お腹が痛いと言いますので休ませま
す。」（３日目）
職員「大変ですね。お大事に。・・お昼や
夕方の様子はいかがですか。」
母親「とても元気な声で遊んでいますし、
夕方は『明日は学校へ行く』と言っ
ています。」
職員「ああ、そうですか。それではお大事
に。担任にお知らせしておきます。」
　
　母親からの子どもの欠席届けの電話の応対だけでも不
登校の前兆と思われる状態像が見えてくることが多い。
形式的な応対ではなく、欠席する子どもの安否を気遣い
ながらも、視点を広げてたずねることで不登校の兆しを
捉えることもできる。もちろん、身体症状が全て不登校
の兆しであるとは断言できない。親はこの段階で我が子
が不登校になると思うことほとんどない。それゆえ、疾
病による欠席をありのままに受け止め、できるだけ早く
図 1　不登校開始前後のプロセスと周囲の気づき度
（Thambirajah et al, 2008；寺田，2009）
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かかりつけの医師に診てもらうように親に働きかけるこ
とも大切である。このような対処をすることで、不登校
と疾病との区別が可能となる。
　病院で医師に診てもらい、「体にはどこも異状はあり
ません。」と言われて、親は「もしや不登校の始まりで
は？」と不安になる。それでもなお親は不登校という現
実を受け止められず、無理やり車に乗せて学校に連れて
行こうとしたり、子どもが登校を渋る理由を学校の出来
事に帰属したりする例は多い。
　同様の理由で欠席が  週間近くも続くと、担任は欠
席日数のみに目が行き、「登校させたい」という気持ち
が高まる。そのため、頻繁に家庭訪問をしたり電話をか
けたりする。また、直接子どもと話し、「明日は来て下
さいね」「みんな待っているよ」といったことばを安易
にかけやすい。もちろん、子どもは「はい、明日は必ず
学校に行きます」と答える。しかし、翌日の朝には布団
に潜ったまま起きて来ないといった事例は多い。　
　このような事態を避けるために、担任はできる限り早
く学校で親と会い、子どもの状態像を把握しながら親の
不安な気持ちや動揺を受け止めることが大切である。
実践例その４　地域の小学校における不登校研修講話
　4 月半ばに地域の小学校から不登校に関する事例の相
談と職員研修の講師依頼があった。事例検討会の後、「不
登校への対応を考える」というテーマで以下の話をした。
　「不登校への対応はケースバイケース」と言われてい
る。そのため、「一般的な対応は個々の子どもには効か
ない」という考え方の先生も多いと思います。その言葉
を耳にした時、私は「それならば、あなたは何を手がか
りに不登校の子どもに対応されますか」という問いかけ
を心の中で必ずしています。実際に担任の立場で子ども
が不登校になった時、「欠席が多くなったな。これは何
とかしなければいけない。とりあえず、家庭訪問をしよ
う。」と思い、いざ家庭訪問をすると、本人は居留守を使っ
たり、自分の部屋に閉じこもったり、「担任に会いたく
ない」と親さんに訴えったりします。やむを得ず母親や
祖父母と話をして学校に戻るというのが一般的な対応で
はないでしょうか。
　勿論、親さんが力ずくで学校に連れて来られたり、祖
母が「学校へ行ったら欲しいものを買って上げるから」
と餌を出汁に登校させたりされる例は少なくありません。
でもその努力も効果はほとんど期待できません。
　学校も担任や他の先生方が家庭に押しかけられ、子ど
もが寝ている部屋に入り、布団をはがしたり、力ずくで
学校に連れて来られたりする例もかつては成功例として
語られました。しかし、このような対応は一時しのぎの
ものであって、子どもの心に沿ったものではありません。
　もちろん、新学期になり突然登校する子どももいます。
親は「子どもの不登校は前年度の学級担任やクラスの子
どもとの折り合いが悪かったせいだ。」と決めつけ、不
登校状態から抜け出した子どもが再登校する姿に安堵さ
れる親さんもみえます。しかし、5 月の連休明けや 2 学
期の初めに再び不登校となる例は多々あります。
　このように、不登校の対応には、これといった方法が
ないことも事実かもしれません。しかし、不登校は単に
子どもが学校への登校を渋ったり、完全に登校しない状
態になったりすることのみに着目して対応するのではな
く、家庭の生育歴まで深く理解し、対応しなければなら
ないことを今日の事例からも理解していただけるかと思
います。
　さらに、仮に学級の子どもが不登校となった時、担任
だけに対応が任され、全て責任を負わなければならない
とすれば、担任は学級経営と不登校の子どもへの対応と
いう二つのことを同時にしなければなりません。このよ
うな事態になると結果的に担任は疲れ果てて動きがとれ
なくなる可能性が多分にあります。ですから、担任を中
心にしながらも学年や生徒指導及び教育相談係、養護教
諭、そして管理職などが直接的または間接的に支える体
制が大切となります。
　もちろん、子どもが完全な不登校になる以前に家庭や
学校で子どもが様々なサインが出していることもありま
す。ただそれを親や先生方が気づかれたとしても、不登
校の開始のサインと受け止めることが出来ず見逃してし
まい、不登校へと進展することもしばしばあります。
　ですから先ず不登校の発現を未然に防いだり、早期に
対処したりするため先生方ができることは学校生活場面
で子どもたちの様子を見られることです。
　a. 朝の登校時間帯
・始業時刻に間に合っているか。欠席、遅刻、早退
の急増
・校門や玄関、廊下での挨拶の声の大きさや表情  
　b. 学級
・始業前の学級での様子。学習の準備や宿題の達成
度
・授業中の挙手や発言。学習活動への取り組み（グ
ループ・作品作り等）。
・休み時間や給食時間帯の様子。清掃や係活動
　このような日常生活場面の子どもの言動に目を向ける
ことで、様々な不登校のサインをキャッチすることはで
きます。
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　さらに子どもが自分自身や友達及び先生そして親をど
のように見ているかは、子どもの生活ノートの中に綴ら
れた数行の文章からも読み取ることは可能です。しかし、
これも、担任がそれを観る目を持たなければ見逃してし
まうことになります。もちろん「頑張りなさい」といっ
た形式的な担任の一文で済まされれば、二度と子どもは
本当の気持ちを綴ることはしなくなり、ある朝、突然、
教室から姿を消すことになります。
　研修の終了直後に先生方に研修内容に関するアンケー
トをお願いした。その結果、「今回の研修はタイムリーだ
と思う」「親の焦りを感じた」「親への対応が重要だと思う」
といった不登校の親の状態像の理解を深めることで不登
校の子どもだけでなく親へのきめ細かな対応が可能とな
ることに気づかれた方がいた。さらに、「今後も事例検討
を続けてほしい」「強行に対応された事例のパターンもぜ
ひ知りたい」「積極的指導も含め、ケースバイケースの指
導を幅広く研修する必要があると思う」というように継
続的な事例検討の必要性や不登校事例への積極的指導法
への関心度の高さを伺える感想が寄せられた。
３．教育相談活動の推進結果
　かくして始まった所属校と地域の相談室での３年間の
相談活動の結果は、以下のグラフで示すことができる。
図 2-1　赴任当初の相談回数の年間推移
　いざ相談室で活動を開始してみると、初年度の 4 月～
7 月は、図 2- に示したように、校内は勿論のこと、町
内外を問わず、 ヶ月の相談回数はほんのわずかであっ
た。しかし、8 月を境にして校外の相談回数が増え、そ
れに伴い校内の相談回数が次第に増えていることが分か
る。さらに 3 年間に渡る相談回数を対象別に集計したも
のが図 2-2 ～図 2-3 である。明らかに校内及び町内の両
方において相談回数は年度を重ねる毎に増加している。
　校内の相談回数の増加の第一の理由として、校内にお
いては筆者が配置された当初は様子見の状態であった。
しかし、生徒指導委員会や校内の不登校の事例検討会に
継続して参加することで、「登校拒否加配教員の役割」
に対する教職員の理解が深まり、学級や校内の事例に対
する具体的な支援を求める動きが見られるようになった
ことが上げられる。
　このように学校に不登校問題の解消を目的とする相談
担当者が配置されたとしても、当初は学校側に強い警戒
心や戸惑いがある。そのため、職務内容が同僚に理解さ
れ、実際に活用したり協働したりするまでには多くの障
碍があり、その克服には長い歳月を要することになる。
図 2-2　校内における相談回数の推移
図 2-3　町内の相談件数の推移
　同様のことは、町内の相談室での相談活動についても
言える。ただ、学校内と違い、親としては、学校と一定
の距離を保つ地域の相談室であるというとらえ方から、
我が子の不登校問題の早期解決を願い、積極的に来談す
るといった動きが見られたことも事実である。　
　　
終わりに
　992 年の 4 月はまたたく間に過ぎ去った。配置校の
管理職や他の教職員はもとより県及び地域の教育委員会
の方々の期待と支えのお陰で、不登校事例の相談に応じ
るための相談体制の整備と共に相談室が確保できてきた。
このことは、初めて不登校問題に直接かかわり始めた筆
者にとって幸運であったと言える。これからいかに進展
するかはまさに筆者に科せられた課題であった。
　本論文を書くに当たり基本資料とした「4 月の実践綴
り」の後半に以下のような文面が載せてあったことに気
づいた。
　「登校拒否の事例のいくつかにあたっている中で、学
校に登校するまでにはなってきたが、給食の時間になる
と、す～と教室から姿を消す子どもたちがいることが分
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かってきた。それは１～２例ではなく、知り合いの臨床
心理士にたずねても具体例としてあるという。“食べる”
という行為は、人にとって最も楽しい行為のはずだが、
その場面から逃避する子こどもたちが多いということが
とても気になる。この問題についても今後はアプローチ
したい。」
　その箇所にさらに内山・藤田・松村（979）が提唱
する不登校事例への「行動療法の技法」を参考に作成し
た「行動観察と再登校プログラム」（寺田モデル）が載
せてあった。おそらくこれは、本文で述べた地域の学校
での研修会の場で寄せられた感想に無意識的に応えよう
とした結果であろう。もちろん、実際の不登校事例にこ
の再登校支援モデルを適用するのは数ヶ月後であった。
家庭に閉じこもり状態にある子どもの再登校に対処する
以前に、筆者にとり「いかに不登校事例の相談に応じる
か」が当面の実践課題であったと言える。
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